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国税庁 インボイス制度 多く寄せられるご質問（令和５年 11 ⽉ 13 ⽇更新）
の公表について 

令和 5 年 10 ⽉ 2 ⽇に国税庁からインボイス制度 Q＆A の改訂版が公表され、11 ⽉ 13 ⽇に「多く寄せられるご質問（令
和 5 年 11 ⽉ 13 ⽇更新）」として、追加問や既存問の改訂等として整理され、集約された形の Q＆A が新たに公表され
た。 
この「多く寄せられるご質問」は、より実務に即した Q＆A の内容となっている。例えば、従来売⼿が交付した適格請求書は
買⼿側で修正できない、という取扱いだったが、買⼿側で修正を加えたものを売⼿の確認を求めることによって仕⼊明細書等
として保存する対応も認められる（問⑥）旨追加されている点や、従業員名が宛名に記載された適格簡易請求書と、従業
員名簿等の保存をもって、仕⼊税額控除における請求書等の保存要件を満たす（問⑩）点などが挙げられる。 
多く寄せられるご質問（令和 5 年 11 ⽉ 13 ⽇更新）（国税庁ウェブサイト（PDF））の項⽬は、以下のとおりである。 

Q＆A 番号 項⽬ 

問① 登録申請の処理状況及び⾃らの登録番号の確認⽅法 
問② 適格請求書発⾏事業者公表サイトの検索結果とレシート表記が異なる場合 
問③ ⼿書きの領収書による適格簡易請求書の交付 
問④ 免税事業者の交付する請求書等  
問⑤ 免税事業者等からの課税仕⼊れに係る経過措置の適⽤を受ける場合の請求書等 
問⑥ 買⼿による適格請求書の修正 
問⑦ 適格請求書発⾏事業者からの課税仕⼊れに係る経過措置の適⽤等 
問⑧ 売⼿が負担する振込⼿数料相当額に係る適格返還請求書 
問⑨ 複数の契約に係る適格請求書の交付の可否 
問⑩ 従業員が⽴替払をした際に受領した適格簡易請求書での仕⼊税額控除 
問⑪ 実費精算の出張旅費等 
問⑫ 返信⽤封筒に貼付した郵便切⼿に係る仕⼊税額控除の適⽤  
問⑬ ２割特例を適⽤するよりも簡易課税制度を適⽤した⽅が有利な場合 

（東京事務所 纐纈 明美、佐川 美幸） 

https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/pdf/0521-1334-faq.pdf
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【参考ウェブサイト】 

消費税インボイス制度導⼊⽀援サービス｜デロイト トーマツ グループ｜Deloitte 

【参考ニュースレター】 
インボイス制度 Q&A（令和５年 10 ⽉改訂）の概要
Japan Tax Newsletter：2023 年 10 ⽉ 5 ⽇号

消費税の仕⼊税額控除制度における 適格請求書等保存⽅式に関する Q&A の改訂（令和 5 年 4 ⽉）の概要 
Japan Tax Newsletter：2023 年 5 ⽉ 1 ⽇号 

【速報】令和 5 年度税制改正⼤綱の詳解 
Japan Tax Newsletter：2022 年 12 ⽉ 23 ⽇号 

令和 5 年度税制改正⼤綱ダイジェスト 
Japan Tax Newsletter：2022 年 12 ⽉ 19 ⽇号 

消費税インボイス制度とペーパーレス化の最新情報〜令和 4 年度税制改正を踏まえて〜 

Japan Tax Newsletter：2022 年 11 ⽉ 30 ⽇号 

https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/tax/solutions/int/jct-invoice-system.html
https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/tax/articles/tax-finance/japan-tax-newsletter-5october2023.html
https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/tax/articles/int/japan-tax-newsletter-may2023.html
https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/tax/articles/bt/japan-tax-newsletter-23december2022.html
https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/jp/Documents/tax/bt/jp-bt-japan-tax-newsletter-digest-19december2022-1.pdf
https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/tax/articles/int/jp-japan-tax-newsletter-november2022.html
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過去のニュースレター 

過去に発⾏されたニュースレターは、下記のウェブサイトをご覧ください。 
www.deloitte.com/jp/tax/nl/japan 

問い合わせ 
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